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・変 更)

〈払人にあっては 名 称及

株式会社 王 将フエドサービス
代表取締役社長  大 東 隆 行

記名"】印スはを名)あっては 主 た

京都市山科区西野山射庭ノ上町294-1

京都府地球温暖化対策条例第18条第 1項 (第18条第2項、第 18条第3項)の 規定によ り提出します

特定事業者の

主たる業種 外食店舗 (餃子の王将)の運営 管理

該当する事業
者要件

P京 都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))

戸 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3000ト ン以上))

計 画 期 間 平成  18 年 4 月 平成  え ク 年 3 月

基 本 方 針 上場企業として環境問題全横 lto2削減 屍乗物のリサイクル等)に渡り、積極的に対応して行く。ただ、当社は
全国的に店舗展開を行なっており、現地域 (府や市など)での要請には対応できない場合もある。

推 進 体 制 現有の 1環境問題対策室」を核に軍冥毎にPCを組み、長 甲 短期と分け計画性を持って対応する。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程! 計 画 内 容

新規店舗 ccs elPの設置.省エネタイブの厨7J機撮の採用.只 府内で新規h■舗が無い場合は対4外 .

既存店舗 唄 府 1対r斯 超 庁 絡 7tれ い 投 谷 ↓i対 4釈

既存店舗 冷蔵HIなど消41電力の大きい屁房機器が捜1■た場合は省エネタイプのものをrll板的に採用する.

製造工場 SHP CCSはF4tに導入lfみ。府条例では対象となっていないが今後は節水対策を抽極的に行なう

温室効果ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 く冥積)

( 17 )年 度
(二確化炭素捜算 (t))

日椋年度 (計画,

( 〃 )年度
(二酵化炭末換算 (1))

削減率

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 91495 t 夕多2ノ t ―タゥr%
B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 | t %

排出合計 1                  9495 t Ⅲ2         夕 ″z/ t ヤク承%

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
日標年度 (計画)

/

等 (二酸化炭来換算 (1) )

森林の保全及び整備 〈セhrttl l) く吸収工) t

府内産の木材の利用 〈和川丑) rnS (いⅢ波工) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈え電量) ktth (ⅢⅢ流工) t

(熱」〔祐■) (削Jt■) t

グリーン電力の購入 (加入玉) (Hll滅工) t

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計 r  r r渡等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
・】       舛 |タタ t Ⅲ〕ta      夕 ,ソ  t ―ク斉 %

特 記 事 項 A,当社におけるCCS CHPの 導入時卿は早く、2000年には既に設置可能な店師においては対応済みである為、基準を
それ以降の年とされると劇的なCo2削減は困難な状況です。 3)ま た、当社は京都に本部を置くものの、全国に店舗展開し
ております。その中で京都府内の店舗占有率は全体の10%強 しかなく、長期的に見れば、出店地域の関係で、その率は更に
下がるものと予想されま汽 今回のCo2削減の事案につきましてもその核となるCCSや GHP導 入も新規出店時やリ
ニューアル時の対応を考えておりますのでそれら該当する店舗が京都府内であるとは限りませんので地域限定的な削減
策に関しましては対応しづらい面がありま抗  Clも ちろん、コンプライアンスの面から「京都議定書」順守の立場に変わ
りは有りませんが、1990年を基準として、また、当社全体を対象として考えております。 lll加えて、「食品リサイクル法」
】'撃 L t4府を進ぶ才L、ス谷上雄はか11ヰイカ"l'瀬 iィ 本前ハ占久脚ィ!キrハ,普"輸転管ヤtl=キ とハィユハ百寿せ首

連  絡   先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

t F  a

2

3

該当する□には レ印を記入してください。特定事業者以外で白ユ参加さ1■る事業者の方は レ印の記入は不要です。

「基準年度Jと は計画期間の前年度を f日 標年度Jと は計画期間の娘終年度をいいます。

「事業所等リト」」区分Jと は 京 都府内の事業所等の事業活rlJのためのエネルギーのtt"1に‖!い発生する温生効果ガスを 「輸送1二両研Ji区分Jと は
自動li巡送字業者についてはtt用の本拠の位置を】〔打府内とする■前のリト出する温室効果ガスと 鉱 道事来イについてはfA有するlt物Ⅲ両又は旅客li
前のtn ⅢlするrBl室効果ガスを 「その他リト出区分Jと は 上 記以外の京都府内における事業所等の事業打助に伴い発生するlF室効果ガスをいいます.


